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産
業
別
財
務
デ
ー
タ
を
用
い
た
A

C

E
の
税
率
の
試
算

山　

田　

直　

夫

一
、
は
じ
め
に

　

A
C

E

（A
llow

anceforC
orporateE

quity

）
は

InstituteforFiscalStudies

（1991

）
で
提
案
さ
れ
た

税
制
で
、
そ
の
仕
組
み
は
負
債
利
子
だ
け
で
な
く
株
式
の

機
会
費
用
（
税
制
上
の
自
己
資
本
を
株
主
基
金
と
し
て
そ

れ
に
み
な
し
利
子
率
を
乗
じ
た
額
）
も
法
人
税
の
課
税

ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
Ａ
Ｃ
Ｅ
は

企
業
の
投
資
決
定
や
資
金
調
達
行
動
に
対
し
て
中
立
的
で

あ
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
あ
る
い
は

Ａ
Ｃ
Ｅ
に
類
似
し
た
制
度
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
を
中
心
に
い
く

つ
か
の
国
で
導
入
さ
れ
て
お
り
、
学
術
研
究
も
蓄
積
さ
れ

て
い
る
。
中
長
期
的
観
点
に
立
て
ば
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
わ
が
国

の
法
人
税
改
革
に
影
響
を
与
え
る
税
制
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。
し
か
し
、
わ
が
国
を
対
象
に
し
た
分
析
は
ほ
と
ん

ど
な
い⑴

。
そ
こ
で
山
田
（
二
〇
二
〇
）
で
は
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
導

入
国
の
制
度
の
動
向
を
整
理
し
た
う
え
で
、
わ
が
国
の

デ
ー
タ
を
用
い
て
控
除
額
や
税
率
を
試
算
し
、
導
入
の
影

響
に
つ
い
て
検
討
し
た
。
試
算
は
日
本
政
策
投
資
銀
行
設

備
投
資
研
究
所
編
『
二
〇
一
八
年
版　

産
業
別
財
務
デ
ー

タ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』
を
用
い
て
、
全
産
業
、
製
造
業
、
非
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製
造
業
を
対
象
に
行
う
だ
け
で
な
く
業
種
毎
に
も
行
っ

た
。
本
稿
は
山
田
（
二
〇
二
〇
）
の
試
算
を
特
に
税
率
に

注
目
し
て
コ
ン
パ
ク
ト
に
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
が
、
試

算
方
法
と
試
算
結
果
が
よ
り
明
快
に
な
る
よ
う
加
筆
・
修

正
し
て
お
り
、
そ
の
意
味
で
は
単
な
る
簡
略
版
で
は
な

い
。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
ま
ず
二
節
で

はhardA
CE

とsoftA
CE

と
い
う
Ａ
Ｃ
Ｅ
に
関
す
る

二
つ
の
考
え
方
を
紹
介
す
る
。
続
く
三
節
で
は
試
算
方
法

を
紹
介
す
る
。
四
節
は
試
算
結
果
の
報
告
で
、
最
後
の
五

節
は
議
論
の
ま
と
め
で
あ
る
。

二
、hardA

CE

とsoftA
CE

　

Ａ
Ｃ
Ｅ
に
はhardA

CE

とsoftA
CE

と
い
う
二
つ

の
考
え
方
が
あ
る
。hardA

CE

と
は
、Institutefor

FiscalStudies

（1991

）
の
提
案
に
忠
実
に
税
制
上
の

自
己
資
本
を
株
主
基
金
と
し
て
、
そ
れ
に
み
な
し
利
子
率

を
乗
じ
た
額
を
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す
る
タ

イ
プ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
こ
と
を
い
う
。
そ
れ
に
対
し
て

InstituteforFiscalStudies

（1991

）
の
提
案
に
類
似

し
た
タ
イ
プ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
こ
と
を
ま
と
め
てsoftA

CE

と
呼
ん
で
い
る
。
し
た
が
っ
てsoftA

CE

に
も
様
々
な

種
類
が
あ
る
。

　

Ａ
Ｃ
Ｅ
に
関
す
る
最
近
の
注
目
す
べ
き
動
き
と
し
て

は
、hardA

CE

の
代
表
的
導
入
国
で
あ
っ
た
ベ
ル
ギ
ー

がsoftA
CE

に
移
行
し
た
こ
と
が
あ
る
。
ベ
ル
ギ
ー
で

は
二
〇
一
七
年
に
法
人
税
の
改
革
が
行
わ
れ
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
に

つ
い
て
も
変
更
が
あ
っ
た⑵

。
株
主
基
金
に
み
な
し
利
子
率

を
乗
じ
た
額
を
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す
る
仕

組
み
自
体
に
変
わ
り
は
な
い
が
、
株
主
基
金
の
定
義
が
変

更
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
ま
で
株
主
基
金
は
調
整
後
自

己
資
本
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
九
課
税
年
度
か
ら
調
整
後

自
己
資
本
の
増
加
分
に
な
っ
た
。
こ
こ
で
の
増
加
分
と
は
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特
定
の
時
期
か
ら
の
増
加
分
で
は
な
く
、
五
年
間
の
平
均

増
加
分
の
こ
と
で
あ
る
。
よ
り
具
体
的
に
は
五
事
業
年
度

前
の
自
己
資
本
と
の
差
額
を
五
で
除
し
た
額
で
あ
る
。
な

お
、
平
均
増
加
分
を
用
い
る
理
由
は
変
動
を
抑
え
る
た
め

と
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
実
際
に
導
入
さ
れ
て
い
る
制
度
で
は
な
い
が
、
Ｅ

Ｕ
か
ら
提
案
さ
れ
たsoftA

CE

に
該
当
す
る
税
制
が
注

目
を
集
め
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
で
は
、
法
人
税
制
が
加
盟
国
ご

と
に
異
な
る
こ
と
が
要
因
と
な
っ
て
企
業
の
投
資
な
ど
に

弊
害
を
起
こ
し
て
い
る
こ
と
が
大
き
な
問
題
と
な
っ
て
い

た
。
そ
こ
で
欧
州
委
員
会
は
二
〇
一
一
年
に
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

の
法
人
課
税
ル
ー
ル
の
共
通
化
を
目
指
し
てCCCT

B

（Com
m

onConsolidatedCorporateT
axBase

）
と

い
う
制
度
を
提
案
し
た
。
し
か
し
、
イ
ギ
リ
ス
や
ア
イ
ス

ラ
ン
ド
の
反
発
な
ど
も
あ
り
、
こ
の
提
案
は
事
実
上
た
な

ざ
ら
し
に
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
が
最
近
に
な
っ
て
再
検
討

さ
れ
、
そ
の
議
論
の
中
でA

G
I

（A
llow

ancefor

Grow
thandInvestm

ent

）
と
呼
ば
れ
る
税
制
に
つ
い

て
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
Ａ
Ｇ
Ｉ
と
い
う
制
度
は
税

制
上
の
自
己
資
本
（A

GIequitybase

）
の
増
加
分
に

み
な
し
利
子
率
を
乗
じ
た
額
を
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、softA

CE

に
分
類
さ
れ
る
。

EuropeanCom
m

ission

（2016

）
お
よ
び
Ｅ
Ｙ
税
理
士

法
人
（
二
〇
一
七
）
な
ど
に
よ
れ
ば
、
税
制
上
の
自
己
資

本
の
増
加
分
と
は
、
最
初
の
一
〇
年
間
に
つ
い
て
は
、
当

該
課
税
年
度
の
期
末
時
点
の
税
制
上
の
自
己
資
本
と
適
用

初
年
度
の
期
首
時
点
の
税
制
上
の
自
己
資
本
の
差
額
で
あ

る
。
そ
し
て
一
〇
年
目
以
後
は
、
基
準
年
度
が
一
年
ず
つ

前
に
動
い
て
い
く
。
ま
た
、
み
な
し
利
子
率
は
当
該
課
税

年
度
の
前
年
の
一
二
月
に
欧
州
中
央
銀
行
が
公
表
す
る
一

〇
年
物
の
ユ
ー
ロ
圏
の
政
府
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
債
の
利
率
に

リ
ス
ク
プ
レ
ミ
ア
ム
の
二
％
ポ
イ
ン
ト
を
加
算
し
た
率
で

あ
る
。
な
お
、
み
な
し
利
子
率
の
下
限
値
は
二
％
と
な
っ

て
い
る
。
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三
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
税
率
の
試
算
方
法

⑴
　
デ
ー
タ

　

試
算
に
用
い
る
の
は
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
設
備
投
資

研
究
所
編
『
二
〇
一
八
年
版

産
業
別
財
務
デ
ー
タ
ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク
』
で
あ
る
。
こ
の
デ
ー
タ
で
は
上
場
企
業
の
財

務
デ
ー
タ
を
加
工
、
編
集
し
て
産
業
別
の
財
務
デ
ー
タ

（
一
〇
七
業
種
）
を
一
一
年
間
集
計
し
て
い
る
。
損
益
計

算
書
と
貸
借
対
照
表
に
つ
い
て
は
実
額
で
は
な
く
百
分
比

で
掲
載
し
て
い
る
が
、
直
近
の
二
年
間
、
す
な
わ
ち
二
〇

一
六
年
と
二
〇
一
七
年
に
つ
い
て
は
産
業
別
一
社
平
均
の

実
額
も
掲
載
し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
二
〇
一
六

年
と
二
〇
一
七
年
を
分
析
対
象
期
間
と
し
て
、
個
別
決
算

の
産
業
別
一
社
平
均
の
実
額
を
用
い
て
試
算
を
行
っ
た
。

た
だ
し
「
ビ
ー
ル
」
と
「
航
空
運
輸
」
の
企
業
数
は
ゼ
ロ

で
あ
っ
た
た
め
、
こ
れ
ら
の
業
種
に
対
す
る
分
析
は
行
っ

て
い
な
い
。

⑵
　
試
算
方
法

　

本
稿
で
は
、
阿
部
（
二
〇
一
〇
）
の
試
算
を
参
考
に
し

な
が
ら
法
人
所
得
税
、hardA

CE

、softA
CE

に
つ
い

て
試
算
を
行
っ
た
。
阿
部
（
二
〇
一
〇
）
の
試
算
は
、
ミ

ク
ロ
・
ベ
ー
ス
（
個
別
財
務
諸
表
に
よ
る
試
算
）
と
マ
ク

ロ
・
ベ
ー
ス
（
法
人
企
業
統
計
に
よ
る
試
算
）
か
ら
成

る
。
ミ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
はCBIT

（Com
pre-

hensiveB
usinessIncom

eT
ax

）⑶

、A
C

E

、B
A

T

（BusinessA
ctivitiesT

ax

）⑷

、
が
取
り
上
げ
ら
れ
、
マ

ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
現
行
法
人
税
、
Ｃ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
、

Ａ
Ｃ
Ｅ
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
本
稿
の
試

算
方
法
を
阿
部
（
二
〇
一
〇
）
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
試
算
方
法
と

対
比
し
な
が
ら
説
明
し
て
い
く
。
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①
法
人
所
得
税
の
課
税
ベ
ー
ス

　

阿
部
（
二
〇
一
〇
）
の
ミ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で

は
、「
税
引
前
当
期
純
利
益
額
」
か
ら
「
受
取
配
当
金

額
」
を
差
し
引
い
た
も
の
を
現
行
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス

と
し
て
い
る
。
ま
た
、
マ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
、

「
税
引
前
当
期
純
利
益
」
を
現
行
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス

と
し
て
い
る
。

　
『
二
〇
一
八
年
版

産
業
別
財
務
デ
ー
タ
ハ
ン
ド
ブ
ッ

ク
』
で
は
受
取
配
当
金
は
「
受
取
利
息
・
配
当
金
」
と
い

う
項
目
に
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
受
取
配
当
金
の
額
を
正

し
く
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
ま
た
税
引
前
当
期
純

利
益
そ
の
も
の
を
現
行
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る
こ

と
は
正
確
性
に
欠
け
る
面
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は

「
税
引
前
損
益
」
を
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る
税
制
を
法
人
所

得
税
と
定
義
し
た
。
そ
し
て
現
行
法
人
税
で
は
な
く
、
法

人
所
得
税
を
基
準
に
し
てhardA

CE

とsoftA
CE

の

影
響
を
比
較
分
析
す
る
こ
と
と
し
た
。

②hard A
CE

の
課
税
ベ
ー
ス

　

阿
部
（
二
〇
一
〇
）
に
お
け
る
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
本
稿
で
は

hardA
CE

に
相
当
す
る
。
阿
部
（
二
〇
一
〇
）
の
ミ
ク

ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
、
貸
借
対
照
表
の
「
株
主
資
本

合
計
額
」
を
株
主
基
金
、
み
な
し
利
子
率
を
一
・
五
％
と

し
て
両
者
を
乗
じ
た
も
の
を
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
控
除
額
と
し
て
い

る
。
そ
し
て
現
行
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
Ａ
Ｃ
Ｅ
の

控
除
額
を
差
し
引
い
た
も
の
を
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
課
税
ベ
ー
ス
と

し
て
い
る
。
ま
た
マ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
、「
業

種
別
、
規
模
別
資
産
・
負
債
・
資
本
及
び
損
益
表
」
の

「
中
間
配
当
額
」
と
「
配
当
金
」
の
合
計
額
を
支
払
配
当

と
し
て
、「
税
引
前
当
期
純
利
益
」
か
ら
支
払
配
当
を
差

し
引
い
た
も
の
を
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
課
税
ベ
ー
ス
と
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
こ
の
う
ち
ミ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
を
参
考

に
し
た
。『
二
〇
一
八
年
版

産
業
別
財
務
デ
ー
タ
ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク
』
で
は
「
株
主
資
本
合
計
額
」
と
い
う
項
目
は
な

い
が
、「
資
本
金
」、「
資
本
剰
余
金
等
」「
利
益
剰
余
金



56―　　―

証券レビュー　第60巻第５号

等
」
の
合
計
が
こ
れ
に
相
当
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ

で
本
稿
で
は
、「
資
本
金
」、「
資
本
剰
余
金
等
」「
利
益
剰

余
金
等
」
の
合
計
を
株
主
基
金
、
み
な
し
利
子
率
は
阿
部

（
二
〇
一
〇
）
に
そ
ろ
え
て
一
・
五
％
と
し
て
両
者
を
乗

じ
た
も
の
をhardA

CE

の
控
除
額
と
し
た
。
そ
し
て
、

法
人
所
得
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
らhardA

CE

の
控
除

額
を
差
し
引
い
た
も
の
をhardA

CE

の
課
税
ベ
ー
ス

と
し
た
。

③soft A
CE

の
課
税
ベ
ー
ス

　

softA
CE

はhardA
CE

で
は
な
い
が
そ
れ
に
類
似

す
る
制
度
全
般
を
指
す
、
幅
の
広
い
概
念
で
あ
る
。
こ
こ

で
は
株
主
基
金
と
し
て
株
主
資
本
合
計
額
（「
資
本
金
」、

「
資
本
剰
余
金
等
」「
利
益
剰
余
金
等
」
の
合
計
額
）
の
変

化
分
を
考
え
た
。
そ
し
て
、
そ
れ
に
み
な
し
利
子
率

（
一
・
五
％
）
を
乗
じ
た
額
を
法
人
所
得
税
の
課
税
ベ
ー

ス
か
ら
控
除
し
た
も
の
をsoftA

CE

の
課
税
ベ
ー
ス
と

定
義
し
た
。
し
た
が
っ
て
、softA

CE

の
課
税
ベ
ー
ス

は
二
〇
一
七
年
し
か
計
算
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

④
税
額

　

阿
部
（
二
〇
一
〇
）
に
お
け
る
税
額
は
、
ミ
ク
ロ
・

ベ
ー
ス
の
試
算
に
つ
い
て
は
現
行
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス

の
四
〇
％
相
当
額
、
マ
ク
ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
「
法

人
税
、
住
民
税
及
び
事
業
税
」
で
あ
る
。
ま
た
、
ミ
ク

ロ
・
ベ
ー
ス
の
試
算
で
は
参
考
と
い
う
こ
と
で
個
別
財
務

諸
表
に
お
け
る
「
法
人
税
、
住
民
税
及
び
事
業
税
」
を
税

額
と
し
た
試
算
も
行
っ
て
い
る
。
本
稿
で
は
ミ
ク
ロ
・

ベ
ー
ス
の
試
算
に
な
ら
い
「
税
引
前
損
益
」
の
四
〇
％
相

当
額
を
税
額
と
し
た
。
そ
し
て
、
こ
の
税
額
を
各
課
税

ベ
ー
ス
で
除
し
て
税
率
を
求
め
た⑸

。

　

税
率
の
試
算
で
は
、「
税
引
前
損
益
」、「
税
引
後
損

益
」、
税
額
の
す
べ
て
が
プ
ラ
ス
の
業
種
を
分
析
対
象
と

し
た
。
分
析
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
た
の
は
、
二
〇
一
六
年
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に
つ
い
て
は
「
総
合
化
学
」、「
高
炉
」、「
化
学
機
械
・
タ

ン
ク
」、「
ベ
ア
リ
ン
グ
」、「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ･

電
機
」、

「
産
業
用
通
信
機
器
」、「
民
生
用
電
気
機
器
」、「
造
船
重

機
」、「
光
学
機
器
」、「
総
合
商
社
」、「
海
運
」
の
一
一
業

種
で
あ
る
。
ま
た
二
〇
一
七
年
に
つ
い
て
は
「
高
炉
」、

「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ･
電
機
」、「
そ
の
他
の
電
気
機
器
」、

「
造
船
重
機
」、「
鉱
業
」、「
総
合
商
社
」
の
六
業
種
で
あ

る
。

⑤
留
意
点

　

デ
ー
タ
と
試
算
方
法
に
関
し
て
、
い
く
つ
か
留
意
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
点
が
あ
る
。
一
つ
は
、
制
度
の
う
え
で

は
控
除
し
切
れ
な
か
っ
た
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
次
の
年
に
繰
り
越
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
本
稿
の
分
析
で
は
二
〇
一
六
年
か

ら
二
〇
一
七
年
に
か
け
て
の
繰
り
越
し
を
考
慮
し
て
い
な

い
と
い
う
点
で
あ
る
。
言
い
換
え
れ
ば
、
当
該
年
に
導
入

さ
れ
た
場
合
に
つ
い
て
試
算
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な

る
。
二
つ
目
は
、
分
析
に
は
産
業
別
一
社
平
均
の
実
額
を

用
い
て
い
る
た
め
、
実
額
が
マ
イ
ナ
ス
の
企
業
が
含
ま
れ

て
い
る
点
で
あ
る
。
例
え
ば
、「
税
引
前
損
益
」
が
プ
ラ

ス
の
業
種
で
あ
っ
て
も
、
平
均
が
プ
ラ
ス
な
の
で
こ
の
中

に
は
「
税
引
前
損
益
」
が
マ
イ
ナ
ス
の
企
業
の
値
も
含
ま

れ
て
し
ま
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

四
、
税
率
の
試
算
結
果

　

図
表
１
は
全
産
業
、
製
造
業
、
非
製
造
業
の
試
算
結
果

を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。hardA

CE

に
つ
い
て
は
法

人
所
得
税
の
税
率
四
〇
％
か
ら
大
体
五
～
七
％
ポ
イ
ン
ト

高
く
な
っ
て
い
る
。softA

CE

に
つ
い
て
は
税
率
の
上

昇
は
〇
・
三
％
ポ
イ
ン
ト
程
度
で
あ
る
。hardA

CE

、

softA
CE

と
も
に
法
人
所
得
税
に
対
す
る
税
率
か
ら
そ

れ
ほ
ど
大
き
く
か
い
離
し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
が
で
き

る
だ
ろ
う
。
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次
に
業
種
別
の
結
果
を
示
す
。hardA

CE

の
税
率
が

高
い
業
種
は
、
二
〇
一
六
年
の
「
印
刷
」（
七
九
・
三

三
％
）、
二
〇
一
六
年
の
「
板
ガ
ラ
ス
」（
七
一
・
四

五
％
）、
二
〇
一
六
年
の
「
放
送
」（
七
四
・
二
八
％
）、

二
〇
一
七
年
の
「
放
送
」（
七
一
・
八
八
％
）
な
ど
で

あ
っ
た
。
ち
な
み
に
二
〇
一
七
年
の
「
印
刷
」
は
五
四
・

四
六
％
、
二
〇
一
七
年
の
「
板
ガ
ラ
ス
」
五
二
・
一
一
％

と
大
幅
に
下
が
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
「
税
引
前
損
益
」

の
増
加
が
主
な
要
因
で
あ
る
。
一
方
、hardA

CE

の
税

率
が
低
い
業
種
は
、
二
〇
一
六
年
と
二
〇
一
七
年
の
「
総

合
建
設
業
」（
そ
れ
ぞ
れ
四
一
・
六
八
％
、
四
一
・
八

六
％
）、
二
〇
一
六
年
と
二
〇
一
七
年
の
「
石
油
精
製
」

（
そ
れ
ぞ
れ
四
一
・
九
〇
％
、
四
二
・
七
五
％
）、
二
〇
一

七
年
の
「
そ
の
他
ガ
ラ
ス
」（
四
二
・
七
九
％
）
な
ど
で

あ
っ
た
。

　

一
方
、softA

CE

の
税
率
に
つ
い
て
は
、
法
人
所
得

税
の
税
率
四
〇
％
か
ら
大
き
く
か
い
離
す
る
業
種
は
な

図表１　全産業、製造業、非製造業の試算結果
単位：％

全産業 製造業 非製造業

年 2016 2017 2016 2017 2016 2017

hard ACE 46.12 44.94 46.93 45.15 45.24 44.65

soft ACE 40.26 40.27 40.25

〔出所〕　筆者作成
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く
、
最
も
高
い
の
が
「
石
油
精
製
」
の
四
〇
・
八
二
％
、

最
も
低
い
の
が
「
タ
イ
ヤ
」
の
三
九
・
八
〇
％
で
あ
っ

た
。
本
稿
で
はsoftA

CE

の
株
主
基
金
を
株
主
資
本
合

計
額
の
変
化
分
と
し
た
の
で
、
二
〇
一
六
年
か
ら
二
〇
一

七
年
に
か
け
て
そ
れ
が
減
少
し
た
業
種
は
、
法
人
所
得
税

よ
り
も
課
税
ベ
ー
ス
が
拡
大
し
て
税
率
が
四
〇
％
を
切
る

の
で
あ
る
。
今
回
の
試
算
で
は
「
タ
イ
ヤ
」
の
ほ
か
に

「
そ
の
他
の
食
料
品
」（
三
九
・
九
〇
％
）、「
ゴ
ム
製
品
」

（
三
九
・
八
五
％
）、「
事
務
用
機
械
器
具
」（
三
九
・
九

三
％
）
の
三
つ
の
業
種
が
四
〇
％
を
下
回
っ
た
。

　

以
上
か
らhardA

CE

の
税
率
の
方
が
業
種
に
よ
る

差
異
が
大
き
い
傾
向
が
あ
る
こ
と
が
読
み
取
れ
る
。

五
、
お
わ
り
に

　

本
稿
で
は
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
設
備
投
資
研
究
所
編

『
二
〇
一
八
年
版

産
業
別
財
務
デ
ー
タ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』

を
用
い
て
、
わ
が
国
に
お
け
る
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
税
率
を
試
算
し

た
。
全
産
業
、
製
造
業
、
非
製
造
業
の
試
算
結
果
を
み
る

と
、hardA

CE

、softA
CE

と
も
に
法
人
所
得
税
に
対

す
る
税
率
四
〇
％
か
ら
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
か
い
離
し
て
い

な
い
と
い
う
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
ま
た
、
業
種
別

に
み
る
とhardA

CE

の
税
率
の
方
がsoftA

CE

の
税

率
よ
り
も
業
種
に
よ
る
差
異
が
大
き
い
傾
向
が
あ
る
こ
と

が
読
み
取
れ
た
。
今
後
の
課
題
と
し
て
は
、
み
な
し
利
子

率
の
水
準
を
変
え
た
試
算
を
行
う
こ
と
や
試
算
方
法
の
さ

ら
な
る
精
緻
化
が
挙
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、
企
業
の
行
動
の

変
化
を
考
慮
し
た
分
析
も
必
要
で
あ
る
。

　

本
稿
で
検
討
し
た
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
企
業
行
動
に
対
す
る
中
立

性
を
改
善
し
て
投
資
促
進
の
効
果
が
期
待
さ
れ
る
の
で
、

中
長
期
的
な
観
点
か
ら
は
重
要
な
税
制
で
あ
る
と
い
え

る
。
わ
が
国
に
お
い
て
Ａ
Ｃ
Ｅ
を
導
入
し
た
場
合
に
ど
の

よ
う
な
影
響
が
あ
る
の
か
、
研
究
を
さ
ら
に
蓄
積
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。
た
だ
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
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ル
ス
感
染
拡
大
に
よ
り
企
業
活
動
も
大
き
な
影
響
を
受
け

て
お
り
、
ま
ず
は
税
制
も
そ
れ
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

（
注
）

⑴　

数
少
な
い
研
究
と
し
て
、
阿
部
（
二
〇
一
〇
）、
井
上
（
二
〇
一

四
）
が
あ
る
。

⑵　

こ
の
改
革
で
は
税
率
も
変
更
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ま
で
ベ
ル
ギ
ー

で
は
税
率
三
三
％
の
法
人
税
と
税
額
の
三
％
分
の
財
政
再
建
の
た
め

の
付
加
税
が
課
さ
れ
て
い
た
。
つ
ま
り
実
質
的
に
三
三
・
九
九
％
の

税
率
で
課
税
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
が
改
革
に
よ
り
二
〇
一

九
課
税
年
度
か
ら
法
人
税
の
税
率
が
二
九
％
、
財
政
再
建
の
た
め
の

付
加
税
が
税
額
の
二
％
分
に
な
り
、
実
質
的
な
税
率
が
二
九
・
五

八
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
さ
ら
に
二
〇
二
一
課
税
年
度
か
ら
は
法

人
税
の
税
率
が
二
五
％
に
な
り
、
財
政
再
建
の
た
め
の
付
加
税
は
廃

止
さ
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
る
。

⑶　

Ｃ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
と
は
、U.S.D

epartm
entoftheT

reasury

（1992
）

に
お
い
て
提
案
さ
れ
た
税
制
で
、
負
債
利
子
と
株
式
の
機
会
費
用
の

控
除
を
認
め
な
い
と
い
う
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
と
は
対
照
的
な
特
徴
を
持
っ
て

い
る
。

⑷　

Ｂ
Ａ
Ｔ
と
は
、U

.S.D
epartm

entoftheT
reasury

（2007

）

に
お
い
て
提
案
さ
れ
た
税
制
で
、
仕
入
高
控
除
に
よ
り
課
税
の
累
積

を
排
除
す
る
付
加
価
値
税
で
あ
る
。

⑸　

山
田
（
二
〇
二
〇
）
で
は
、「
税
引
前
損
益
」
と
「
税
引
後
損
益
」

の
差
額
を
税
額
と
し
た
税
率
の
試
算
も
行
っ
て
い
る
。
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